
実証概要

実証終了以降の取組内容

 本事業では、⼈吉市の球磨川流域において、平成25年度補正Ｇ空間シ
ティ構築事業で構築・実証した防災Ｇ空間情報基盤及び各システムに、Lア
ラートの仕組みを導⼊した防災業務⽀援システムを構築した。

 また、以下２点を⽬的とし、構築した防災業務⽀援システムの利⽤実証を
⾏った。
• 従来の⽔位や⾬量等の気象情報に加えて、災害予測情報や投稿情報
などのＧ空間情報をもとに、住⺠への避難勧告の発令、関係職員及び
⾃治体間の情報共有・伝達など、各種防災対策での総合的な判断を⾏
うための⽅針を策定

• 熊本県が昨年度導⼊したＬアラートを介して災害情報を配信するにあた
り、防災業務⽀援システム等を利⽤し、伝達内容の作成や⼊⼒の負担
軽減、配信する情報の充実を図る ※⾚枠が本実証の範囲

実証成果・課題
成果
 各種防災情報の可視化による状況把握・判断及び情報伝達の⾼度化
 Lアラートと地図情報が連携した防災・災害情報の受発信の⾼度化
 Ｇ空間情報、防災業務⽀援システムを活⽤したＬアラート配信作業負担の
軽減

 災害対策対応後の事務処理の効率化
 災害時における伝達⼿段の充実とLアラートの利活⽤促進

課題
 DIGを踏まえた、情報伝達経路や役割の⾒直し
 ⼊⼒や表⽰に関するシステムの改良
 ＬアラートによるＧ空間情報の情報発信仕様の拡張と更なる連携の強化
 災害対応履歴など事後事務や検証に必要な情報の選定と本システムの運
⽤ルールの確⽴

 球磨川流域⾃治体、熊本県等と連携した活⽤体制の構築

G空間防災システムとLアラートの連携推進事業
「流域圏におけるＬアラートを活⽤したＧ空間防災⽀援業務システムの開発実証」

九州⼤学（球磨川流域（熊本県⼈吉市））
コンソーシアム構成員：⼈吉市、(株)価値総合研究所、アジア航測(株)、国際航業(株)、 (株)パスコ、(株)NTTデータ

 本実証を踏まえたシステムの改良や⾃治体内での運⽤体制、役割分担の⾒直し
 防災訓練等を通じた実践利⽤
 ⼀般社団法⼈九州G空間情報実践協議会による周辺⾃治体や関係機関との連携、九州内の他地⽅⾃治体等への横展開
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1.実証概要
実施項目と達成目標

実証Ⅰ 災害時の情報収集と集約結果に基づく判断、情報伝達に関する方法と基準に関する検討

〇地方自治体でのＬアラート配信を含むＧ空間情報を利用した防災対策判断及び情報伝達フローの
作成

実証Ⅱ Lアラート配信を考慮した防災Ｇ空間情報基盤の構築

○災害時対応等の判断に必要となる情報収集基盤を構築

○防災Ｇ空間情報基盤を活かしたＬアラートによる発信情報の充実

実証Ⅲ 流域圏の防災業務支援システムの構築

○Ｌアラート配信に必要な情報入力の負担軽減（入力時間短縮）

○周辺自治体の防災情報の受信と可視化

実証Ⅳ 災害対策の高度化及び実装化に資する利用実証

○ＤＩＧ（図上訓練）による職員の状況判断の理解度の向上

○Ｌアラートでの位置情報を付与した情報の流通の課題と対応策案



2

1.実証概要

実証Ⅰ

実証Ⅱ

実証Ⅲ

実証Ⅳ
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2．実証成果・課題
実証項⽬ 実施内容 成果・課題
Ⅰ災害時の情報収

集と集約結果に
基づく判断、情
報伝達に関する
⽅法と基準に関
する検討

(1)現⾏の避難勧告等の判断基準と新たなＧ
空間情報による判断・対策の検討

 ⼈吉市における防災時の情報伝達内容、経路、⼿段を把握し、G空間情報及び
Lアラートを活⽤した情報伝達フローを作成

 災害時の避難指⽰等の判断材料となるG空間情報の把握

(2)災害時に⼊⼿可能な情報の取扱い及び視
覚化の⽅針検討

 システム上での表現⽅法、⾊を設定
 参加型SYSによる外部公開情報の選別を⾏った

Ⅱ Lアラート配信
を考慮した防災Ｇ
空間情報基盤の構
築

(1)既往の防災情報の収集・整理  既往の防災情報の拡充と更新を実施
 官公庁及び⺠間からの防災G空間情報の追加収集
 情報整理⼿法とG空間情報基盤データの更新サイクル⽅法の課題

(2)Lアラートと防災Ｇ空間情報の連携仕様の
検討

 現状のLアラート技術仕様の調査
 Lアラート（防災情報）にG空間情報を組み込むための拡張仕様の検討

(3)防災Ｇ空間情報基盤の拡張  Lアラート（防災情報）をG空間情報に組み込むための拡張仕様の検討
 現状のLアラート仕様に基づくG空間情報の流通試験の実施

Ⅲ 流域圏の防災業
務⽀援システムの
構築

(1)災害対策本部システムの改良  ⾬量・⽔位観測データの登録および被害・避難状況登録機能
 登録情報による報告書作成⽀援機能
 対象者情報（個⼈情報等）のローカル管理機能

(2)参加型情報収集システムの改良  職員の⾏動にあわせたインタフェースの変更
 投稿の選別・対応優先順位設定機能の追加
 監視・観測、対策活動集約タイムライン機能の開発
 ⾃動待機記録作成機能の開発

Ⅳ 災害対策の⾼度
化及び実装化に資
する利⽤実証

(1)防災業務⽀援システムを⽤いた図上訓練  シナリオを公開せず、防災情報基盤及び構築したアプリケーションを活⽤した
実践さながらの訓練の実施

(2)防災業務⽀援システム等の地域防災計画
への実装化モデルの検討

 地域防災計画へ防災業務⽀援システムの運⽤を位置づけ
 防災業務⽀援システムの整備、活⽤の概要を記載

(3)流域圏における継続運⽤に向けた体制・
ルールの検討

 （⼀社）九州G空間情報実践協議会によるサービスモデル案
 ⼈吉市における庁内体制・役割分担、情報配信にかかるルール案
 災対本部や総務班の体制・⼈員配置案
 運営コストの維持
 ⼈吉市を中⼼とした関係機関、他地域への横展開
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2-1．災害時の情報収集等に基づく判断、情報伝達⽅法の検討

現状と

課題

総務班災対本部 住民等関係機関 総務班

市防災メール

Lアラート

防災無線

広報車

）国（九州地整）

会社気象庁/気象会社

住民

交通・電力・通信交通・電力・通信

水防班

支部

消防団

町内会長
民生委員

樋門・ポンプ
事業者

報道・インターネット・
携帯キャリアメール

熊本県（国）

情報
確認気象情報・警報等

ダム放流

ネット

Excel
入力

ネット

FAX

河川水位・雨量

TEL/FAX

TEL/FAX

運行情報・停電・通信

各種通報

道路管理者
通行止め

FAX

TEL

TEL
無線

TEL/無線
メール

TEL

現場確認
状況報告

配備体制等

各種
発令等

状況
判断

警察・消防TEL

（待機開始連絡/
通行止め報告）

口頭・無線
（本部）

TEL
口頭

熊本県

報道等

避難場所

避難者数、世帯数
TEL

県定期報告

市待機報告

県防災
無線NW 熊本県

登録者

在居者

TEL
消防団メール

TEL/無線
/メール 支部

応援要請

ホワイト
ボード

での情報共有
※逐次更新

市関係者

防災サポ
消防団
メール

避難誘導

停電、断水

断水

市HP
断水、交通規制

避難所開設

避難所開設
避難地区、人数 県防災メール

キャリアメール
登録者

閲覧者

紙資料での
報告・検討

〇総務班 様々な情報をホワイトボードに記載、メモを貼付して情報集約。各支部への連絡や災対本部への情報提供を行っている。
河川水位、雨量の情報入力、災対本部、県への定期報告への情報提供など効率的な情報共有が課題。
特に災害対応後に待機記録など事後処理に時間を要する。

〇災対本部 総務班等の提供資料や各種情報から判断。現場の情報、住民の通報、災害危険箇所などを地図上で視覚的には把握が行いにくい。

〇支部 本部や総務班から電話や無線により連絡を受けられるが、通行止めなど周辺及び市全体の災害状況を容易に把握する術がない

〇対住民等 市防災メール、防災無線、報道等以外に情報伝達する手段として、ホームページやLアラートは十分に活用されていない。

（1）現行の避難勧告等判断基準と新たなＧ空間情報の把握による判断・対策の検討
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災対本部 総務班

災対本部
ＳＹＳ

防災
G空間
情報
基盤
ＤＢ

住民等関係機関 総務班

市防災メール

Lアラート

防災無線

広報車

国（九州地整）

気象庁・気象会社

住民

交通・電力・通信

水防班

支部

消防団

町内会長
民生委員

樋門・ポンプ
事業者

報道・インターネット・
携帯キャリアメール

熊本県（国）

情報
確認気象情報・警報等

ダム放流

ネット

ネット

FAX

河川水位・雨量

TEL
FAX

TEL
FAX

運行情報・停電・通信

各種通報

道路管理者
道路通行止

FAX

TEL

TEL/無線

TEL/無線
メール

TEL

現場確認
状況報告

配備体制等

警察・消防TEL

（待機開始連絡/
通行止め報告）

口頭・無線

TEL
口頭

熊本県
報道等

県定期報告

市待機報告
県防災無線NW 熊本県

在居者

TEL
消防団メール

TEL/無線
/メール 支部

応援要請

ホワイトボード
（総務班）

市関係者

防災サポ
消防団
メール

災害サイトURL

停電、断水

断水

市HP

避難所開設

県防災メール
キャリアメール

登録者

閲覧者

災対本部
入力SYS

参加型SYS
災害サイト

災対本部
入力SYS

参加型
入力SYS

参加型SYS

避難場所
男女別避難者数、
世帯数

TEL

ローカル
ファイル

避難地域選定
各種発令、避難所
開設支援

参加型ＳＹＳ災害サイト参加型SYS

各種
発令等

状況
判断

参加型ＳＹＳ
タイムライン

災害サイトに誘導

登録者

情報の視覚化により、
避難地域等の設定等
災対本部の判断支援

外部からの情報入力

雨量水位情報入力

対応履歴の記録
事後の報告に必要な
情報抽出

参加型SYS

コモンズエディタ

投稿情報の確認電話通報の対応入力

Ｗｅｂ公開、Ｌアラートへの配信

改善点

〇総務班 河川水位、雨量の情報入力、支部からの報告、住民等からの通報に関して本システムに入力一元化。
入力した情報は、災対本部ともリアルタイムで情報共有でき、判断の効率化・高度化。
また、特に手間となっていた県への定期報告、災害対応後の待機記録などに関する事後処理を大幅に軽減

〇災対本部 総務班等で入力・投稿された情報、グラフ、破堤のシミュレーションン結果、自ら保有する情報と重ねあわせて地図上で把握可能。
ライフライン、交通事業者等の情報をLアラート経由でも取得可能（今回、電力等のインフラ事業者はLアラートには未参加）

〇支部 総務班や本部の指示を参加型SYSで共有。住民からの通報等に関する場所の特定や、他支部等の状況を把握可能。

〇対住民等 参加型SYSやLアラートも情報提供手段の一つとして追加。



2-2．Lアラート配信を考慮した防災Ｇ空間情報基盤の構築
(1)既往の防災情報の収集・整理

• 個人情報を含むデータの取扱い：個人情報を含む空間データは保管せず、ユーザ側が限定されたクライアント環境下で利用する。
• G空間情報基盤データの更新サイクル方法：利用団体の所有するデータの効果的かつ効率的な更新手法の検討が必要である。
• メタデータの更新：格納されたデータの整備時点や利用範囲等のデータ仕様を明示する。
• 重複データ（地形図・写真地図等）の整理：収集先からの資料について内容が一部重複することを利用者に周知させる。

課題

分類 名称

地形図 電子地形図25000、数値地図（国土基本情報）、基盤地図情報、数値地図200000（地図画像）
民間地図（GeoSpace）、砂防基盤図、都市計画基本図（1/2,500）、森林基本図（1/5,000）

写真・地図 電子国土基本図、河川流域、砂防、土改連、固定資産、民間地図（GeoSpace）、その他

標高 2mメッシュ標高データ（河川レーザ）、50cmメッシュ標高データ（河川レーザ）、基盤地図情報（5m/10m）

土地利用等 土地利用3次メッシュ、土地利用細分メッシュ、土地利用現況（都市計画基礎調査）、
都市計画法適用（都市計画基礎調査）、表層地質図、地形分類図、土壌図、字図

建物・施設等 公有財産台帳図、公共施設（国土数値情報）、介護・福祉・医療関係施設、道路台帳、上下水道台帳、
携帯電話等通信エリア、防災無線、消火栓、防火水槽、ごみ集積所、雨量観測所、水位観測所、水防倉庫

リアルタイム 観測解析データ（降水ナウキャスト等）、防災情報（予報・警戒情報）、水位情報、河川ライブカメラ、規制・通行情報
道路ライブカメラ、

道路交通 デジタル道路地図、道路交通センサス、緊急輸送道路（国土数値情報）、鉄道路線・駅、駅別乗降客数

防災・災害
情報

浸水想定区域、洪水ハザードマップ、内水ハザードマップ、土砂災害警戒区域・特別警戒区域、土砂災害ハザードマップ、土砂
災害危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所、土砂流危険渓流、重要水防箇所、災害履歴（都市計画基礎調査）
各種被害想定、防災カルテ（地区別）、避難所、避難経路、強震断層モデルデータ、津波断層モデルデータ

統計情報 国勢調査小地域・メッシュ集計、事業所・企業統計調査小地域・メッシュ集計、経済センサス基礎調査メッシュ集計
農林業センサス農業集落別集計、住民基本台帳人口集計

その他 住所レベル住所、字図、UTMグリッド地図、避難行動要支援者、
避難支援等関係者（民生委員、自主防災組織）、消防団組織・管轄区域、災害シミュレーション結果
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↑ 防災G空間情報基盤に格納すべきカテゴリー
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2-2．Lアラート配信を考慮した防災Ｇ空間情報基盤の構築
(2) Ｌアラートと防災Ｇ空間情報基盤との連携仕様の検討

a. Lアラートで発信される気象情報、防災情報をＧ空間情報に集積する仕様の検討

b. 防災Ｇ空間情報基盤からLアラートへの情報発信仕様の検討

c. 災害予測シミュレーション結果の連携仕様検討

予測結果の高度化（メッシュ細分化）を図るとともに、破堤点毎に時系列に情報を表示できるようにした。

集積仕様の
検討

情報参照
情報発信

情報受信

LアラートXMLフォーマット・インタフェース仕様を把握すると共に、 Lアラート情報の情報種別と発信
組織の関連を整理し、Ｇ空間情報に集積する仕様とLアラート連携すべき情報について検討
気象情報：文字情報（text)を集積する
防災情報：浸水害想定結果（polygon）、開設避難所（point） 、避難エリア（polygon）を対象とする

今回の実証では、現在実現可能な仕組みとして、Ｇ空間情報は、図形情報ではなく
“URLリンク”による情報提供を行うこととした。

G空間情報の
登録

Lアラート情報を補完する情報として、G空間情報を付加し、受信した端末から確認できる機能につ
いて検討並びに利用実証を図った。

情報発信では、Lアラートで連携すべきG空間情報を抽出し、受信した端末から商用ソ
フト（ArcGIS）やフリーソフト（GoogleEarth）で閲覧できる仕組みを構築した。

災害対策本部システムにて、Lアラート情報で情報
配信に適した情報の登録方法ついて検討

集積仕様の検討に基づき、LアラートＸＭＬ

フォーマット仕様にないＧ空間情報の情報提
供を行った。

Lアラート発信機能
（コモンズエディタ）

Lアラート受信機能
（コモンズビューア）
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2-2．Lアラート配信を考慮した防災Ｇ空間情報基盤の構築
(3) 防災Ｇ空間情報基盤の拡張

a. 公表している河川水位情報との融合

b. Lアラート情報の受信機能の検討

c. 氾濫シミュレーション結果の表示機能の検討

Lアラート配信を考慮したデータの流れについて整理すると共に、防災G空間情報基盤に集積された雨量、水位
の情報を参加型情報収集タイムラインに表示し、防災活動支援や指示等の判断に資することができた。

雨量・水位情報の
連携表示

河川水位情報の共有

開設避難所
避難エリア登録

浸水害シミュレーション

コモンズビューアによる
Lアラート情報共有

河川水位情報の
手動登録

登録

自動
登録

外部機関や災対本部にて発信される情報
について、防災G空間情報基盤に集積した。

汎用化に向けて共有用の
サーバ、ネットワーク、仕様
面で解決すべき課題あり

参加型情報収集システ
ムとLアラート情報共有

降雨情報の共有

※昨年度構築・実証済み
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2-3．流域圏の防災業務⽀援システムの構築
(1) 災害対策本部システムの改良

 G空間シティ構築事業にて構築したシステムを改良し、「災害対応支援システム」を構築

 災害案件ごとに「プロジェクト」管理機能を追加
 自治体、役割ごとの権限管理機能
 雨量・水位観測データの登録機能
 被害・避難状況登録機能
 登録情報による報告書作成支援機能
 対象者情報（個人情報）のローカル管理機能
 ローカルのシェープファイル取込機能
 雨量・水位情報の可視化機能（地図画面重ね合わせ表示）
 氾濫シミュレーション結果のアニメーション表示機能の追加

水位情報の地図画面重ね合わせ表示

洪水氾濫域の経時変化のアニメーション表示
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2-3．流域圏の防災業務⽀援システムの構築
(2) 参加型情報収集システムの改良によるＬアラートとの連携機能開発

●防災G空間情報基盤に集積されたＧ空間情報を、参加型情報収集システムとＬアラート受信機能
の相互で共有する仕組みの検討を行い、図上訓練による利用実証を行った。

汎用GISによる
開設避難所の表示

開設避難所の表示

Lアラート
情報発信

Lアラート
情報受信

防災G空間情報基盤
参照

テストノードによる情報伝達

G空間情報の
登録

発信情報の登録

クリック操作

防災担当職員
地理空間情報の配信
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2-４．災害対策の⾼度化及び実装化に資する利⽤実証
(1)防災業務支援システムを用いた図上訓練

訓練対象地域

球磨川沿川域を想定し実施

訓練参加者
事業実施主体が運営を行い、人吉市災害対策本部が実動。

運営：九州大学3名、企業（5社）約20名

実動：人吉市長以下13名 計 約36名

観覧者

総務省、国土交通省、熊本県、人吉警察署、

人吉下球磨消防組合、五木村、山江村、人吉市議会

訓練内容
大雨により災害が発生する恐れが高まり、人吉市庁舎に災
害対策本部を設置し、災害時の職員の行動について図上訓
練を行い、開発したシステム、G空間情報を活用した対応・
対策が行えるかを実証。

(１)現地情報の発信・収集

(２)リアルタイム情報の収集・発信

(３)災害予測シミュレーション

(４)行政判断の支援

(５)避難行動要支援者の抽出・安否確認

(６)現地情報の確認・共有

(７)情報の伝達・共有

体制

災対本部の状況 支部の状況

※あらかじめシナリオを職員には知らせず、刻々と変化する災害・被害の状況が入ってくる中で、防災情報基盤及び構築
したアプリケーションを活用した職員の判断による対策活動を行うという、実践さながらの訓練とした。
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2-４．災害対策の⾼度化及び実装化に資する利⽤実証
(2)防災業務支援システム等の地域防災計画への実装化モデルの検討

①実装化に向けた基本方針

●目的

•本事業の実施に伴う防災業務支援システム（以下「防災システム」という。）を人吉市地域防災計画書（以下「地域防災
計画書という。）等へ実装化すること。

●基本方針

•地域防災計画書に掲げる防災対策の基本目標に資するために、防災システムを導入する。

●防災システムの定義

•導入する防災システムは、次の個別システムから構成される。

ⅰ）災害対策本部システム（以下「本部システム」）、ⅱ）参加型情報収集システム（以下「参加型システム」）

②防災システムの機能と地域防災計画書に掲げる基本目標との関連

●防災システムの機能と地域防災計画書の関連性を整理し、防災システム導入の効果を明確化。

③防災システムの実装化に向けた検討

●個別システムの機能をまとめ、防災システムが防災行政上果たし得る役割を整理。

●防災システムの役割を地域防災計画に位置づけることを検討。

④地域防災計画書の改訂モデル

●防災システムの役割ごとに地域防災計画書の変更（改訂）を検討。

⑤地域防災計画書の改訂スケジュール

●地域防災計画書の改訂スケジュールを整理（毎年１回改訂）。

⑥今後の検討課題

●防災システムの安定運用に向けた対策、●外国人に対する対策、●災害復旧復興計画段階の対策、

●防災システムの継続運用に向けた財政面での措置
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2-４．災害対策の⾼度化及び実装化に資する利⽤実証
(3)流域圏における継続運用に向けた体制・ルールの検討

今後の継続運用にむけた体制案

今後、本システムは、一社）九州地理空間情報実践協議会（QGIP)が自治体等公共機関（QGIP準会員）向け
サービスとして試験提供する。

自治体
（QGIP準会員/試験的利用）

QGIP QGIP入会

Ｇ空間
防災基盤

九州大学・民間企業

参加型
情報共有ＳＹＳ

災対本部
情報共有ＳＹＳ

対応履歴
記録システム

試験提供
（無償）

利用申込
/利用料

ＡＳＰ提供
（有償）

パートナー/運用サポート・構築支援

住民等

行政
サービス

利用登録

■実利用のサービス案
〇災対本部SYS、参加型SYS、タイムラインの利用可能（選択利用も可）
〇平常時の行政サービスとして住民等への公開可能
〇災害時は庁内情報共有、住民情報発信補助ツールとして利用。
〇住民等を不特定多数をユーザとする場合は、ユーザ数や運用など相

談。ユーザは原則、自治体が管理する。
〇窓口サポートはメールが基本。
〇サーバメンテナンス等で停止する場合もあり
〇機能カスタマイズ、初期データ整備などは別途費用が係る

■試験提供の範囲案
〇参加型SYSのみ利用可能
〇利用者は自治体職員等に制限
〇災害時は住民向情報発信補助ツールとして利用（保留）
〇利用可能アカウント数、ディスク容量の制限あり

・機能カスタマイズ
・オンプレミス構築
・初期データ構築
・運用サポート

自治体
（QGIP準会員/実利用）

・費用



現状 課題
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GISの標準フォーマットでは
ない

情報を読み込み
変換するツールは
提供されていない

発表情報への
位置情報付与の

ニーズはある

対応策案

◯Lアラートにて位置情報を付与した情報の流通の課題と対応策案
●情報伝達者及び利用者のニーズ

避難勧告対象地域名、避難場所名といった名称のほかに位置情報が付与されていることで情報の活
用が可能である。
●Lアラートでの対応状況
公共情報コモンズXML内の地域を指定する要素に、座標情報を格納することは可能であるが、活用は

進んでいない。
●活用するための課題は、以下のとおりである。
・流通データがGIS標準フォーマットではない。
・情報を読み込み変換するツールは提供されていない。

公共情報コモンズXML
内に定義は存在する

WebGISへのURLを格納

町丁目コードを利用

GIS標準フォーマットの採用

情報表示ツールの提供

2-４．災害対策の⾼度化及び実装化に資する利⽤実証

(４)Lアラートとの連携を踏まえた仕様・ルールの検討
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3．実証終了以降の取組内容

本実証を踏まえたシステムの改良や自治体内での運用体制、役割分担の見直し

本格的なサービス提供にむけたシステム・サーバ周りの構築。⻑期運⽤に耐えるシステムへ。
災対本部と総務班におけるシステム利⽤に関する役割分担、⼈員配置
システムの操作技術を普及させるための教育。講習会の実施。

防災訓練等を通じた実践利用

防災訓練を重ねることで、防災に関する経験知を蓄積でき、将来の災害に備える。

一般社団法人九州G空間情報実践協議会による周辺自治体や関係機関との連携

複数の⾃治体、国の機関での運⽤。特に河川のように複数の⾃治体を横断するような場合には、流
域圏⼀体で総合的な運⽤を図る。
隣接する⾃治体間で防災・災害情報の共有する。

九州内の他自治体等への横展開

⼀般的な市町村は、防災システムを有していない。このようなシステムを安価に、持続可能なシステム
として横展開する。
同じシステムが普及することは、⾃治体による相互運⽤によりコストダウンを図ることができる。



九州⼤学
部署名 ⼯学研究院 附属アジア防災研究センター
担当者名 三⾕ 泰浩
電話番号 092-802-3399
電⼦メール mitani@doc.Kyushu-u.ac..jp

本実証事業に関する問合せ先
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⼈吉市
部署名 総務部企画財政課成⻑戦略室
担当者名 ⽜島、⻄、椎葉
電話番号 0966-22-2111（2122、2124）
電⼦メール kikakuzaisei@city.hitoyoshi.lg.jp

⼀般社団法⼈九州G空間情報実践協議会
担当部会 防災減災部会
ホームページ http://qgip.or.jp

「お問い合わせ」のページからアクセスください



参考資料

17



① 災害対策本部システム（意思決定⽀援）
役割：スクリーンに投影し、災害対策本部会議内で避難勧告等を決定するための情報提供、共有を行う。
担当：総務班２名
操作：避難勧告等のエリア検討、通行止めや投稿状況等の現況の共有。

防災業務⽀援システム



② 参加型情報収集システム（投稿情報管理）
役割：投稿される情報の中から重要度において取捨し、総務班・災害対策本部会議内で諮る。
担当：総務班１名
操作：投稿情報を確認し、発災・被害の恐れがある情報を取捨し、対応策の指示を仰ぐ。

防災業務⽀援システム



③ 災害対策本部システム（危険箇所等登録・対象者抽出）
役割：災害対策本部会議等で決定された危険箇所等の登録、その対象となる住民の抽出（災対本部会議への報告含む）。
担当：総務班１名
操作：決定範囲を確認し登録、被災の恐れがある住民を抽出し、対象者を報告、リストを救護部等へ提供。

防災業務⽀援システム



④ 参加型情報収集システム（タイムライン管理）
役割：スクリーンに投影し、住民等からの通報、災害対策本部会議等からの指示などシステム自動入力されないものの情報共有。
担当：総務班１名の２班体制
操作：災害対策本部会議、総務班内からの情報をタイムラインに登載、未対応情報を伝達。

防災業務⽀援システム



④ʼ 参加型情報収集システム（お知らせ管理）
役割：災害対策本部会議等で決定された避難行動情報を、閲覧者へ情報提供。
担当：総務班１名の２班体制
操作：避難行動情報、通行止め情報等を参加型情報収集システムのお知らせ機能を使い、掲示板へ掲載。

防災業務⽀援システム
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④ʼ Ｌアラート実証
役割：災害対策本部会議等で決定された避難行動情報を、Ｌアラートを介し、メディア等へ情報提供。
担当：総務班１名の２班体制
操作：コモンズエディタを使い、Ｌアラート用情報の加工、提供を行う。

防災業務⽀援システム



⑤ 災害対策本部システム（⼊⼒）
役割：熊本県統合型防災情報システム等を確認し、河川の水位、雨量、避難状況を災害対策本部システムへ入力。
担当：総務班１名
操作：河川水位、雨量、避難状況の入力。熊本県への定期報告書を作成する。

防災業務⽀援システム
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防災業務⽀援システム等の地域防災計画への実装化モデル
防災システムの機能と地域防災計画書に掲げる基本目標との関連
●防災システムの機能と地域防災計画書の関連性を整理し、防災システム導入の効果を明確化。

個別システム 個別システムの主たる機能

地域防災計画書における基本目標

災害に強いまちづくり 災害に強い組織・体制づくり

災害を発生させない機能 災害を拡大させない機能 明確な情報に基づく的確な災害応
急対策活動の決定と実施

本部システム

①災害対応に係る意思決定の迅速化・精緻化機能 ○ ○ ○

②関連する情報を蓄積して視覚化する機能 ○ ○ ○

③参加型システムに流通させる情報の生成機能 ○

④報告業務の簡素化機能 ○

参加型システム

①現地情報把握の迅速化・精緻化機能 ○ ○ ○

②現地対応の迅速化・精緻化機能 ○ ○ ○

③参加型システムをプラットフォームにしたコミュニケーショ
ン機能（双方向性の向上、階層化） ○ ○ ○

④対応状況（アクティビティ）の蓄積機能 ○ ○ ○

⑤本部システムからの決定情報を流通させる機能 ○ ○ ○

⑥事後処理の簡素化機能 ○
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防災業務⽀援システム等の地域防災計画への実装化モデル
地域防災計画書の変更（改訂）案

防災システムの役割
地域防へ
の反映

地域防改
訂方法

地域防災計画書の該当箇所
改正案

（新規・追記は斜め赤文字、修正箇所は赤字）
改正概要

①災害対策本部が行う意思
決定の高度化

○ 新規

第２編 災害予防計画編
第１章 災害予防計画
第７節 防災施設等の整備
２ 防災通信網の整備
（３） インターネット

④防災業務支援システム
災害対応の高度化、効率化に寄与する防災業務支

援システムを活用し、災害に関する情報の収集・発信、
共有・蓄積を行う。また、電源の喪失や通信回線の途
絶に備え、モバイル回線を設けるなど、通信回線の多
重化を図る。

防災システムの活用を明示
するほか、必要となる回線の
多重化について明記する。

②防災行政の効率化 － － ※ 行政内部の効率化については、地域防災計画書に位置づけていないため、別途マニュアル等を整備することで対応可能。

③災害時対応等の即時性向
上

－ －

※ 防災システムの役割⑥（情報発信力の強化）とも関連してくるが、防災システムの運用ルールに左右される部分があるため、地
域防災計画書に位置づけなくとも、効果的かつ効率的な運用方法を検討可能。④関連情報を基礎とした多

様な主体による双方向コミュ
ニケーション力の強化

－ －

⑤関連情報の蓄積による防
災行政力の強化

○ 追記

第２編 災害予防計画編
第１章 災害予防計画
第１２節 防災教育・防災指導
１ 市職員に対する防災教育
（２）教育の内容

第１３節 防災訓練
（３）その他の訓練

（２）教育の内容
⑤防災業務支援システムの操作
⑥⑤その他必要な事項

（３）その他の訓練

応援協力を締結している市町村との間で、必要な物
資、人員及び資機材等を相互に提供し、広域応援訓練
を実施するほか、防災業務支援システムを利用した図
上訓練（ＤＩＧ）を実施する。

防災業務支援システムを活
用した組織力強化（キャパシ
ティ･ビルディング）の方策に
ついて明記する。

⑥情報発信力の強化 ○ 追記

第３編 災害応急対策変
第１章 地震災害応急対策計画
第５節 災害情報収集・伝達計画
３ 被害の調査・報告

第６節 広報計画
２ 広報活動
（３）市民に対する広報

第８節 避難収容計画

２ 避難準備情報、非難勧告及び
避難指示の内容及び周知

（２）避難準備情報、非難勧告及
び避難指示の周知の方法

３被害の調査・報告
（２）災害・被害情報の収集・報告
災害に関する情報及び住民等から寄せられる情報の

収集並びに上記報告業務に防災業務支援システムを
活用する。
（３）市民に対する広報
⑦防災業務支援システムを活用
（２）避難準備情報、避難勧告及び避難指示の周知の
方法
⑧防災業務支援システムを通じての周知

防災業務支援システムを活
用して情報の収集・報告を行
うことについて明記する。

防災業務支援システムを活
用して広報活動を行うことに
ついて明記する。

防災業務支援システムを活
用して避難収容を行うことに
ついて明記する。
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今後のサービス提供に係る運⽤体制案
サービスメニュー(案)

QGIP準会員 参加型平時利用 防災パッケージ フルセット

プラン１ プラン２ プラン３

概要 参加型SYSの平時
利用や各種システ
ムの評価利用した
い自治体

住民への情報発信
や住民との双方向
として利用したい自
治体向け

庁内の災害対策
本部システムとして
利用したい自治体
向け

住民等からの通報
情報を対応職員や
消防団等と共有、
災害対応の事務
処理を効率化した
い自治体向け

庁内、外部の情報
共有、入手の双方
を行いたい自治体
向け

災害時だけでなく、
平時の一般利用も
行いたい自治体向
け

参加型
（一般利用）

△ ◎ － － － ◎

（災害時利用） △ － － ◎ ◎ ◎

災対本部 △ － ◎ － ◎ ◎

タイムライン △ － ◎ ◎ ◎ ◎

Lアラート対応 △ － △ △ △ ◎

利用条件等 試用期間を協議のう
え定めさせていただ
きます。（１年程度）

*1,*2 *1,3 *1,4,5 ＊1,4,5 ＊1,4,5

*1 サーバからの情報取得や情報登録にインターネット接続が必要になります。（サーバを自ら設置する場合を除く）
*2 平常時における利用を想定しています。災害時やイベント時などアクセス頻度が高い利用は保証いたしかねます。別途個相談ください。
*3 防災情報等をインターネットで公開することはできません。
*4 災害時に、同サービスを周辺市町村と連携する場合は、予め協定を締結していただきます。
*5 一般利用に関するユーザ（住民等）数に応じて価格が異なります。特に、災害時の住民利用については、別途ご相談ください。

いずれも、データのセットアップや調整に係る費用、GISエンジンのライセンス費用は別枠となります。

運用費用（案） 無償 年額 30万円～ 年額 40万円～ 年額 50万円～ 年額 60万円～ 年額 100万円～

※運用費用については、あくまでも現時点での案である。
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⼈吉市における本システムの運⽤ルール案
１．本システムの運用方針

 本システム（参加型、災対本部、タイムライン）は、災対本部及び支部等の市職員が災害対応時における
情報共有、高度な状況判断支援、住民や関係機関への情報伝達を行うために利用する。

 災害時の一般市民からの投稿に関しては、市の受入体制や情報の信頼性確保などの観点から、運用開
始する当面の間は導入せず、従来の電話等により受け付ける。総務班等の判断により必要な情報につい
ては、参加型SYSに登録し、災対本部や支部との情報共有を行う。

 防災モニタ、消防団、企業等の災害時に協力関係にある団体を利用者とした投稿については、今後、協
議や試行を行い、導入を検討する。

２．本システムで取り扱う情報と伝達・開示について

 本システムでの情報の取扱いは以下のとおり。

参加型ＳＹＳ（災害）にて
一般公開する情報
（※◎はＬアラートにも配信する情報）

◎避難勧告等各種発令状況及びその地域（地図上にエリア表示）
◎避難所開設、閉鎖状況（地図上に地点表示）
〇道路通行止め箇所（地図上にエリア表示）
〇停電や断水の地域
〇住民や支部からの通報等一般に公開することが望ましいと総務班が判断した情報

参加型ＳＹＳ（災害）にて
登録アカウントを持つ職員のみが
Ｗｅｂで閲覧・登録可能な情報

・上記に加え
〇河川水位、雨量（グラフ）
〇住民や支部からの連絡等で、総務班が入力（投稿）した情報とその対応ステータス

災対本部ＳＹＳや庁内ＰＣにおいて
のみ閲覧、操作が可能な情報

・上記２つに加え
〇浸水被害想定シミュレーション
〇避難勧告等の範囲の世帯数や要支援者数、およびリスト
〇避難所の収容人数（定期報告）
〇被害状況報告
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⼈吉市における本システムの運⽤ルール案
３．災害時に運用体制・役割分担

 人吉市における本システム利用に係る人員配置、役割分担は別表の通り。

４．災害時における流域圏での情報連携について

 国、熊本県、警察、消防等の災害関係機関に対しては、本市より参加型ＳＹＳ及びＬアラート等による情報
提供を周知する。

 関係機関とは電話や定期報告等による連絡体制を基本としつつも、本市からの最新情報は参加型ＳＹＳ及びＬアラートを
通じて配信することにより、効率的に情報が取得できる体制とする。

 災害時に参加型ＳＹＳによるサイトが立ち上がった場合は、速やかに関係機関に連絡を行う。

 流域圏の自治体との一体的な情報発信を推進する。

 流域圏において本システムを利用している場合、一つの災害プロジェクト（サイト/ＵＲＬ）を立ち上げることにより、複数の
自治体が公開する情報が当該サイトに集約できる。

 これにより、住民等は、行政区域を意識せずに、通勤・通学先である近隣の自治体の情報も一括的に閲覧することが可能
となる。

 そのため、本市においてはこれらの取組に賛同し、流域圏での情報提供を推進する。

 災害プロジェクトの立ち上げ判断など、実運用に関する取り決めは、関係団体と協議調整の上、決定する。



別表：体制・役割

災害対策本部内
総務班

総務班

災害対策本部

意思決定支援
システムの画面を投影し、災害対策本部会議内で避難勧告等を決定するため
の情報提供、共有を行う。また、避難準備エリア等を設定する。

投稿情報管理
職員から投稿される情報を確認し、災害・被害の発生の恐れなど重要度におい
て取捨し、総務班・災害対策本部会議内で諮る。
災対本部の指示（避難勧告、避難所開設等）を登録。

意思決定 各種情報をもとに、避難勧告等の意思決定を行う。

水防班

支部

雨量、水位、避難状況
の入力

熊本県統合型防災システム等を確認し、河川の水位、雨量、避難所への避難状
況を入力します

交通規制の入力、避
難対象住民リストの抽

出

避難エリア等の住民をリストアップし、災対本部に報告します。
また、道路河川課や道路管理者からの通行止めに関する知らせを受けて、シス
テムに入力します

電話問合せ等の入力
対応、情報発信対応

住民等からの通報、報道による被害状況を登録します。また、災対本部の指示（
避難勧告、避難所開設等）で登録されている情報を、HPやLアラートに配信する
。

本部からの指示確認
や現場情報の投稿

災対本部や総務班が登録した情報をスマホやタブレットで確認します。
また、現地の異変状況も必要に応じて投稿します。

管理者としての判断
市道に関する被害状況を確認し、通行止め等の判断を行います。判断結果は総
務班に伝えます。

住民 参加型への投稿 近隣で異変があった場合には、システムに投稿します。

災対本部
ＳＹＳ

参加型

SYS

災対本部

SYS

災対本部

SYS

参加型

SYS

参加型

SYS

（電話）

参加型

SYS

総務班
①

総務班
②

総務班
⑤

総務班
１名
③

総務班
２名

④、④’

支部

水防班

（当面なし）

体制 役割
利用シス
テム

人員


